




Development and Management of the Trawl Fishery operated





































産学部研究報告　第 94 号』（2013 年３月）として発表した。本論は、もう一方の基幹漁業である以
西底曳網に焦点をあて、その発展過程と操業及び経営を考察するものである。以西底曳網という用


























10 年の 200 隻余から始まって急激に増加し、昭和３年には 800 隻に達している。大正 13 年に以西
底曳網の新規許可停止が通達されたにも拘わらず、許可の乱発や無許可操業があったことによる。
























































































































































10 年から 15 万、16 万トンのピークを記録する。漁船大型化と漁獲対象が多獲性のねり製品原料魚（潰










































































































































なわち、大正 12 年には 1,000 万円に達するが、その後、漁獲量は増えても漁獲金額は伸びず、昭和
恐慌期には漁獲金額は全く低迷した。昭和恐慌を脱して金額は上昇に向かうが、漁獲量が減少傾向









上物と呼ばれる）の割合は、大正 13 年 62％、14 年 38％と高かったのに、昭和３年 21％、４年






10 ～昭和５年は、年次変化は大きいものの、20 ～ 60 千円の範囲で推移していたが、昭和５～９年
は魚価の下落で、全く停滞し、各県の格差も縮小した。昭和９年から増加傾向となり、12 年から急



































































































































































































































がいくつか残っている。それによると、機船底曳網は 20 トン未満・40 馬力以下で近海操業するも
の（多くは島根県船）と 50 トン・70 馬力位で沖合に出漁するもの（多くは徳島県船）とに分かれる。
後者にはレンコダイ延縄漁船を改造して 50 トン以下としたものが多い。
　長崎県の許可隻数は 587 隻で、根拠地別では、長崎港 214 隻、対馬の厳原港 111 隻、竹敷港 23 隻、
浅藻港７隻、北松の的山港 75 隻、笛吹港 21 隻、寺島港 18 隻、神浦港 13 隻、平戸港 10 隻、柳村
港 10 隻、南松の玉之浦港 48 隻、その他 11 港 37 隻となっている（７）。別の報告書では壱岐の勝本港、
郷ノ浦港、芦辺港、南松・青方村の奈摩港、網上港も根拠地として挙げている。長崎県以外では、































　根拠地により漁場、航海日数が異なり、長崎港は 30 トン・40 馬力で１航海が 10 日、主に東シナ
海を漁場とする。佐世保港、的山港、寺島港、神浦港、小値賀港、厳原港、淺藻港、奈摩港は 14










































果はなく、以西底曳網の許可はさらに増加して、大正末に 600 隻を、昭和初期に 800 隻を超えた（10）。
（２）漁業の動向
　大正 10 年当時の島根県船は平均 15 トン、乗組員６、７人、航海日数５～７日であった。その後、
２、３年のうちに無注水式焼玉機関が普及し、40 ～ 45 トンの船も建造されるようになり、乗組員
も９人前後に増えた。また、大正 13 年には底曳網で初めて無線機を装備する船が現れた。網地は
それまでの綿糸から耐久力に優れているマニラトワインが使われ始め、２、３年後には全船に普及した。
　島根組は大正 11、12 年に漁船を 40 ～ 50 トン・50 ～ 60 馬力に改造して以西漁場に進出した。し
かし、コレラの流行による休業、漁船の座礁や渋谷の負傷があり、昭和３年に倒産した。新興資本
が戦後不況下で倒産した経営体の許可を買い入れて以西底曳網経営に進出した。









































































































































資料：資料①は、間中武男他 5名「長崎県下手繰網漁業調査復命書」（大正 12 年 11 月）、
資料②は、荒川寛・服部繁次「長崎県下弐艘曳機械手繰網漁業調査報告書」（大正12年12月調べ）、
ともに水産講習所学生の漁業実習報告書で、東京海洋大学図書館所蔵。
資料③は、日本勧業銀行調査課『水産金融ニ関スル調査』（大正 12 年 12 月）159 ～ 161 頁。
注：19 トン型（14 人乗り）は月 20 日出漁分の経費、固定給と歩合給の併用で、歩合給は別になっ
ている。








めている。乗組員給料は、19 トン型は固定給と歩合給の併用で、月給は船長と機関長が 50 円、そ
の他が 20 円ほどで、歩合給は漁獲高が 3,000 円を超えると漁獲高から漁業経費を引いた差額の２割
を配分する（配分方法は船によって異なる）。49 トン型は歩合給だけで航海ごとに支払われる。漁獲
高から漁業経費を引いた差額を船主６、乗組員（船頭）４の割合で配分（大仲歩合制という）し、乗
組員間では漁撈長（船頭）、船長、機関長は 1.5 人分、油差し、水夫長は 1.2 人分、漁夫は１人分で
配分する。月給と歩合給を併用する場合もある（15）。
　右欄の下関市の例は 19 トン型、長崎県の例は 49 トン型に相当するとみられる。年間の漁業経費
は 19 トン型が３万円、49 トン型が５万円で、それだけで起業費を上回っている。
　昭和４年当時の下関根拠の機船底曳網の賃金形態は、固定給のみが 45％、固定金と歩合給併用が
40％、歩合給のみが 15％の割合であった（16）。
　昭和４年頃の長崎市の以西底曳網の所有状況は、山田吉太郎（山田商店）60 隻、林兼商店 70 隻、






１航海は 20 日前後、年 13 航海であったが、昭和３、４年では１航海 24、25 日、年 10 航海となった。
漁獲高から１割の問屋手数料と仕込み代金を引いて問屋６、船頭４の割合で配分する。１航海 4,500
円程度の漁獲があれば、仕込み金は 2,000 円内外なので、配当はまずまずとみられるが、大正 13、










曳網は長崎 33 組、下関 10 組、台湾４組であった。内地では 49 トン・90 ～ 110 馬力が中心である
















































隻で、うち 30 トン以上は 22 経営体、92 隻。50 トン以上はわずか５隻で、半数は 10 ～ 20 トンであっ










　昭和 11 年の山口県の機船底曳網漁船は 95 経営体、256 隻、うち下関市は 42 経営体、167 隻となっ
ている。昭和６年に比べると下関市の経営体、隻数が大幅に減少している。山口県全体に占める下
関市のウェイトは高いが、とくに 35 トン以上の漁船（以西漁場で操業するとみられる）187 隻のうち
138 隻、50 トン以上 72 隻のうち 70 隻が下関市に集中している。昭和６年に比べ、大型船が増え、
なかでも 50 トン以上船が急増した。ちなみに、35 トン以上の漁船が多い市郡は、下関市以外では
都濃郡（瀬戸内海側）と萩市で、都濃郡から関東州や青島へ出漁したものがある（23）。
　長崎市では、昭和 10 年頃は、林兼商店 80 隻（機船底曳網直営 34 組、契約船６組の他アマダイ延縄





　この期の長崎県の機船底曳網は 358 隻で、うち大型船（50 トン・80 馬力以上）は 295 隻、小型船（20
～ 30 トン・50 馬力以下）は 63 隻であった。大型船は長崎港 211 隻、玉之浦約 90 隻、小型船は南松・


















島県に本籍がある船主の組合で、組合員は 75 人、所属漁船は 211 隻である。長崎市に組合が置か
れている。船籍地は根拠地の移動もあって長崎県 100 隻、福岡県 88 隻、佐賀県９隻、山口県 14 隻
に分散している。長崎県遠洋底曳網水産組合（大正 15 年設立）は徳島県に本籍がある船主が抜けた


















揚子江河口沖、９～ 12 月は揚子江河口南、12 ～３月は済州島付近及びその南で、１航海は平均３




　表２は、昭和２年と 12 年、13 年の機船底曳網の起業費と経営収支を示したものである。昭和２
年の起業費をみると、同じ木造 49 トン・75 ～ 80 馬力であっても、建造年などによって 46 ～ 66 千
円と大きな差がある（表は林兼商店の例で 66 千円）。１航海あたりの漁業収入は、好況であった大正
13、14 年は 13、14 千円であったが、昭和２年には４、５千円に低下している（表では漁獲高 4,600
円から販売手数料 500 円を引いた 4,100 円）。漁業経費のうち燃料費が最も高いが、漁業経費に占める
割合は 24％で、表１の大正 11 年頃は約 40％であったのに比べると大きく低下している。重油使用
の焼玉機関に転換したことによる。漁業収入から漁業経費を引いた差額を船主６、乗組員４の割合






















































1 航海分 1航海分 年間 年 13 航海
漁業収入
　（漁獲量）














































































資料③は『海外漁業資料整備書（下）』（昭和 25 年３月、水産研究会）393 ～ 395 頁。
































ディーゼル船（木造 49 トン・75 馬力）を建造している。ディーゼル機関は無水式焼玉機関に比べる









　合計隻数は、以西底曳網は昭和８年は 40 隻ほどであったが、９年には 70 隻余に急増し、以後 70
表３　豊洋漁業（株）・共同漁業（株）の以西底曳網漁船と汽船トロール漁船の所有状況





















































































































船員数 人 1,398 1,334 1,448 1,418 1,618
資料：豊洋漁業（株）第 14 回営業報告書、共同漁業（株）第 15 回～ 20 回営業報告書
注：第 14 回は豊洋漁業、第 15 回～ 20 回は共同漁業（豊洋漁業を合併した）。第 21 回以降が日本水産（株）
　　船員数には予備船員を含む。
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隻余を保っている。木造船が消え、全てが 50 トン・100 馬力以上の鋼船となった。とくに、185 馬





























































　日中戦争による漁船・乗組員の徴用とともに、昭和 15 年から漁業用燃油と漁網綱、16 年から漁
船や漁船機関が配給統制となった。石油は、従来は１組１ヵ月 1,200 缶を使ったが、昭和 13 年５月
から切符制となり、15 年には 600 缶の配給となった。１缶の価格は安い時は 40 銭位であったが、
15 年は１円 47 銭となった（37）。
　他方、昭和 13 年 10 月の価格等統制令で労賃、物価等が統制されたが、これには生鮮食料品は含
まれていなかったので鮮魚価格はその後も異常な高騰を続けた。鮮魚に公定価格が設定されるのは
















漁船は 30 ～ 50 トンが大部分を占め、以西底曳網の中では比較的小型であった。主漁場も済州島付
近で近かった（38）。















るが、島根県船は最も規模が小さく、徳島県船は 50 トン・100 馬力前後である。
表４　昭和 15 年頃の以西底曳網漁船の所有状況




































































福岡市 　31 人 86 隻
　富永恒太郎 9 隻
　徳島岩吉 　6 隻
伊万里市 8 人 12 隻
下関市 5 人 12 隻









20 ～ 30 トン
30 ～ 50 トン
50 ～ 70 トン






計 605 計 699 計 76 人、214 隻 計 16 人、116 隻
資料：資料①は中川忞『底曳漁業制度沿革史』（昭和 33 年、日本機船底曳網漁業協会）209 頁、資料②は『水産経済資料　
第九輯新情勢下の機船底曳網漁業』（昭和 16 年 12 月）10 ～ 11、42 ～ 43 頁、資料③は笠井藍水『阿波人開発支那海漁
業誌』（昭和 16 年、同刊行会）208 ～ 220 頁、資料④は吉田成美・渡辺貢他２名「漁業調査報告書　機船底曳網漁業」（昭
和 14 年４月、漁業実習報告書、東京海洋大学図書館所蔵）
　県別では長崎県が全体の半数を占め、次いで山口県、福岡県の順となる。漁船トン数は 30 ～ 50
























　日本水産は、昭和 13 年には 72 隻を擁していたが、緒戦段階でほとんどが徴用され、全船が帰還
することがなく、終戦時にはわずか８隻を残すだけとなった。
３）操業と経営
　漁船は 50 トン内外・80 馬力の木造船と 80 ～ 100 トン・180 ～ 200 馬力の鋼船に大別される。前
者は魚倉の収容力は中函（６貫入り）1,000 函、航続日数は約 25 日、後者は無線機を備え、航続日
数は 40 日以上、漁獲物収容力も 1,800 ～ 2,000 函で、冷蔵装置を装備したものもある。かつては昼
間操業だけであったが、昼夜操業も行われるようになった（43）。
　昭和 13 年頃の林兼商店長崎支店の 49 トン・100 馬力船を例に操業形態をみると、漁期は９～６











るので船主への配分額は 54 千円ほどになる。乗組員を 22 人とすると、１人あたり配分額は食料費
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　昭和 11 年から 12 年にかけて共同漁業、日本合同工船、日本捕鯨、日本食料工業が合併して日本
水産（株）となった。昭和 10 ～ 16 年の共同漁業・日本水産の汽船トロールと機船底曳網漁船数は、
機船底曳網漁船は 58 ～ 60 隻で、内地根拠と台湾根拠が半数ずつであり、内地根拠は 80 トン級、
90 トン級であるのに、台湾根拠は 50 トン級と 90 トン級から 90 トン級と 100 トン級に代わっている。







　トロールと底曳網の合計漁獲量は、昭和 12 年から 15 年までは上半期（２～７月）が３万トン余、































限度を 200 隻とし、また内地と同様、50 トン以上は許可しない方針とした。昭和５年の許可限度は
300 隻に引き上げられている。実際の許可数は 250 隻で、うち 105 隻が西岸・黄海方面で従事して
いるが、多くは沿岸で操業し、黄海中央部に出漁するものは少ない。平均トン数も 17 トンと小さい。







止区域を設定するとともに船型は 30 ～ 100 トン、隻数は 20 組 40 隻とした。台湾は地理的な関係
で内地のように 50 トン以下には抑制できないし、小型船は沿岸漁場を犯すので 30 トン以上を許可




　汽船トロールの南シナ海出漁は昭和３年が最初で、以後、出漁船が増加して昭和 10 年頃は 20 隻
内外となった。その後は減少する。機船底曳網では昭和８年に林兼商店が進出して以降急速に発達
し、12、13 年は 16 隻となった。機船底曳網は航続力が小さいので、南シナ海出漁は燃油の消費量
が増えるし、操業日数も短くなる。それを補うために冷凍運搬船を利用した。冬季は東シナ海・黄海、
夏季は南シナ海で操業する（51）。
　昭和 15 年現在、トロールの許可は 17 隻で、すべて日本水産に許可されている。主に南シナ海で
操業する。機船底曳網の許可は 127 隻で、日本水産 51 隻、林兼商店 32 隻、蓬莱水産 14 隻が多い。
平均トン数は 89 トン、とくに日本水産は 115 トンと大きい。東シナ海南部及び南シナ海で操業す
る（52）。日本水産（旧共同漁業）の台湾進出は昭和２年に蓬莱水産を設立した時であり、林兼商店も
同時期に４組が進出し、昭和４年には 10 組（前述）になった。林兼商店の場合、内地は木造 49 ト










49 トン・120 馬力２隻、木造 53 トン・100 馬力２隻、木造 63 トン・120 馬力２隻）で、漁獲状況は「期
初ニ於テハ……一般ニ薄漁ナリキ、秋期ニ入リテ……各船ノ操業モ順調ナリキ、乍去漁獲種類ハ高
価ナル赤物少ナクシテ安価ナル青物多シ」。
　昭和３年度（６月～翌年５月）：機船底曳網は鋼製 87 トン・150 馬力４隻の建造と下関の扶桑漁業
















































　関東庁はトロールの許可は出したが、着業者はいない。機船底曳網に対し大正 14 年は 98 隻に許
可を出した。うち関東州在籍のものが約 20 隻で、他は龍口沖への通漁船である。許可隻数は実績
から判断して 200 隻に制限しているが、トン数は制限していない。













　昭和 15 年の許可隻数は 148 隻、うち日満漁業 20 隻、関東水産 16 隻が大きく、他は個人経営 67 人、
112 隻であった。根拠地別では大連根拠 124 隻、旅順根拠 16 隻、他に満州人経営８隻がある。
　漁船は 50 ～ 60 トン・90 ～ 110 馬力が中心で、７～８月を除き、周年操業である。一艘曳きと二
艘曳きがあるが、大部分は二艘曳きに転換している。乗組員は１隻に 10 ～ 12 人、幹部は日本人で、
他は朝鮮人と満州人であった（59）。



























































漁獲量は年間 30 万函（半年で 15 万函）であったが、第６期（昭和 17 年度上半期）から急速に減少し
ている。漁業用資材の入手難が主な原因とみられる。漁獲金額は、漸増していたが、第５期（昭和







































































































































































































































































漁船』（昭和 16 年 12 月）54、55 頁。
表７　機船底曳網と汽船トロールとの経営比較（昭和13年）
機船底曳網 汽船









起業費 千円 160 72 260
漁業収入　　　千円 80 50 90


















































































平野漁業 26隻、島根水産 26隻、山田商店 10隻、櫛谷商店 10隻











日本水産 51 隻、林兼商店 32 隻、蓬莱水産 14 隻
香港から退避したものを含む。日本水産 17 隻
朝鮮　　機船底曳網 110 15 162 245 日本海・沿海州沖出漁が中心。
関東州　機船底曳網 134 25 309 148 満州人経営８隻を含む。日満漁業 20 隻、関東水産 16 隻






























典拠：昭和７～ 12 年は里内晋『底曳漁業と其の資源』（昭和 18 年、水産社）14 頁、15 年は『一九四〇年の漁業実績－特別
委員会報告書－』（昭和 26 年７月、日本海洋漁業協会）73 ～ 78、89 ～ 110 頁。
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